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 カリブ海等クルーズ先進地域では、自然豊かな島嶼部において、クルーズ船社自らが投資を
行い、寄港地開発を進めている事例もみられる。 

 これらの事例では、島嶼部の魅力を背景として、多様なアクティビティを提供することで、オリジ
ナリティあふれる寄港地観光を形成している。 

（１）クルーズ船の寄港状況の分析 島嶼部クルーズの意義と魅力 
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○プエルト・プラタ市  面積：509 ㎢ 、人口：28.7万人 
○プエルト・プラタは、ドミニカ共和国の中でもリゾート地としての観光開発が盛んな土地 

○カーニバル・コーポレーションが地元企業と提携して2015年に開発 
○周辺観光地と連携し40以上の豊富なエクスカーションを提供 
○整備範囲 約0.1㎢  ○整備費用 約8,500万ドル（約95億円）：桟橋2バース、建物等 
○寄港回数 140回（23隻）（2016年）  ○来訪客数 約25万人（2016年） 
○地元雇用 約430人 

（１）クルーズ船の寄港状況の分析 海外事例①：ドミニカ共和国 プエルト・プラタ港 
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（出典）カーニバル・コーポレーションHP 
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（１）クルーズ船の寄港状況の分析 海外事例②：ハイチ共和国 ラバディ 
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○ハイチ共和国 ラバディ  人口：19万人 
○ロイヤルカリビアン・インターナショナルがハイチ政府と賃貸借契約し、1986年に開発 
○当初、30年間の賃貸借期間を2050年までに延長 
○整備範囲 約0.4㎢（100エーカー）、賃貸した土地 約1.05㎢（260エーカー） 
○整備費用 １億ドル以上（約110億円）：桟橋、建物、アトラクション等 
○寄港回数 160回（12隻）（2017年予定）  
○現地雇用 当初260人、後に、土産物店、現地ツアー、民族舞踊等の雇用が発生し、計660名 

（出典）ロイヤルカリビアン・インターナショナルHP 

桟橋と周辺ビーチ 

民族舞踊 土産物店 
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（１）クルーズ船の寄港状況の分析 寄港候補地の条件 
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① 係留施設の設置水深が12m以上であること 

② 水深12m以上でクルーズ船の回頭域（直径７２２ｍの円。最大のクルーズ船を想定。）を確
保できること 

③ 静穏度のよい場所であること 

④ 養殖場がないなど漁業への影響が軽微であること 

⑤ 珊瑚礁がないなど環境への負荷が小さいこと 

⑥ 近くに一定のビーチがあるなど観光資源があること 
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（１）クルーズ船の寄港状況の分析 奄美大島・徳之島における寄港候補地 
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（１）候補地の抽出 

資料：環境省「奄美群島国立公園 公園計画図」をもとに作成 
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（１）クルーズ船の寄港状況の分析 奄美大島・徳之島における寄港候補地 
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（２）候補地の評価 

資料：①は、海上保安庁 日本近海海図 笠利湾（2万5千分の1）平成15年2月27日刊行 海図番号W245をもとに作成 

    ②は、国土地理院 電子地形図25000 奄美空港422955  平成29年3月23日発行をもとに作成 

    ③は、海上保安庁 日本近海海図 名瀬港（1万分の1）平成15年3月13日刊行   海図番号W1202をもとに作成 

         ④、⑤は、海上保安庁 日本近海海図 焼内湾及び付近（2万分の1）平成14年2月21日刊行 海図番号W246をもとに作成 
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（１）クルーズ船の寄港状況の分析 奄美大島・徳之島における寄港候補地 
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（３）候補地の評価 

資料：⑥⑦⑧は、海上保安庁 日本近海海図 奄美大島海峡（3万分の1）平成21年9月10日刊行 海図番号W230をもとに作成 

    ⑨は、 国土地理院 電子地形図25000 平土野412857  平成29年2月3日発行をもとに作成 


